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犯罪被害者等基本法第１９条に関する裁判所の検討課題について

１ 関係職員への研修の充実（別紙参照）

裁判官，裁判所書記官，その他の裁判所職員に対する各種研修等において，犯

罪被害者等の心理について理解を深めるためのカリキュラムや，犯罪被害者保護

二法により導入された諸制度の趣旨・内容，犯罪被害者等への配慮のあり方を研

究するカリキュラムを実施。

平成１７年度においても，同様のカリキュラムを実施する予定。

２ 関係職員の対応・施設の改善

(1) 現行施策及び検討中の施策

ア 犯罪被害者保護二法の適切な運用の確保

イ 犯罪被害者等が別室で証言できるようにするためのビデオリンク装置を６

５庁（全地方裁判所本庁及び主要な合議事件取扱支部）に配備

ウ 犯罪被害者等が証言する際に使用する遮へい装置を全庁で使用できるよう

に配備

エ 犯罪被害者等に対する窓口対応の充実

(2) 具体的な要望に対する考え方

ア 犯罪被害者専用待合室等の整備について

傍聴を希望する犯罪被害者等からの要望に基づき，一般の目に触れずに待

機できる場所を確保したり，加害者側と顔を合わせずに法廷に入れるよう配

慮したりするなど，できる限りの対応をしているものと認識。

イ 傍聴席における着席位置等に関する要望について

法廷は一般の傍聴人が自由に出入りできる場所であり，また，傍聴人のう

ち誰が加害者の関係者か等を把握することは通常困難であることなどから，

犯罪被害者等の要望に沿えない結果になる場合はあるものの，犯罪被害者等
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の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律第２条の趣旨にか

んがみ，事案に応じ，できる限りの配慮を行っているものと認識。

ウ 傍聴席における遮へいの措置について

法廷は一般の傍聴人が自由に出入りできる場所であり，ご要望のような遮

へいを設置することが物理的に可能かどうか，また，遮へいの陰になる傍聴

人の動静に関し，法廷警察権の行使に支障が生じないかなどについて，慎重

な検討が必要。

以 上
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裁判所における被害者の方々への配慮等に関する職員研修等

１ 裁判官に対する研修等

(1) 司法研修所における裁判官に対する研修において，専門家を招き，犯罪被

害者の心理について理解を深める特別のカリキュラムを設けている。平成１７

年度においても，同様のカリキュラムを実施する予定である。

過去の実施例 平成１２年度特別研究会

平成１３年度高裁判事実務研究会

少年実務研究会

平成１４年度刑事実務研究会

平成１７年度の実施予定 平成１７年度刑事実務研究会

特別研究会

(2) 司法研修所において判事補，判事任官者及び簡易裁判所判事全員を対象と

する研修や，刑事事件担当裁判官，少年事件担当裁判官を対象とした各種研究

会において，講義の中で，被害者保護関連二法により導入された諸制度の趣旨

・内容や，被害者等への配慮の在り方について取り上げている。

(3) 最高裁判所や各高等裁判所が主催する刑事事件担当裁判官協議会において，

被害者関連二法により導入された諸制度の運用や被害者等への配慮の在り方に

ついて協議問題が出題され，議論されている。

２ 裁判所職員に対する研修等

・ 裁判所職員総合研修所における裁判所職員に対する研修は次のとおりであ

る。

ア 書記官に対する研修

・ 平成１７年度に「犯罪被害者への配慮の在り方」をテーマとして中堅書

記官を対象にした研修を実施する。

・ 書記官養成時の研修及び書記官任官直後の研修，刑事事件担当書記官等

の研修等において，講義の中で被害者保護関連二法により導入された諸制

度の趣旨・内容や，被害者等への配慮の在り方について取り上げている。

イ 家裁調査官に対する研修

・ 平成１６年度少年実務研究会で，被害者の心情を理解した上で，その視

点を考慮に入れた保護的措置の在り方についての研究を行い，結果を各庁

に配布した。

・ 家裁調査官養成時の研修及び・以外の研修においても，犯罪被害者の問

題を取り上げ，犯罪被害者への配慮や犯罪被害者の視点を取り入れること

の重要性についての意識を喚起するための講義を行っている。その中では，

法律的な観点からの犯罪被害者についての理解を深めさせ，被害者の方々
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と接する上での留意点についての研修を行っているほか，犯罪被害に関す

る外部の専門家による「犯罪被害者」という講義も設けている。

ウ 刊行物

書記官の実務研究「犯罪被害者等の保護のための諸制度に関する書記官事

務の実証的研究」を平成１６年１２月に発刊し，各庁に配布して執務の参考

に供した。

・ 裁判所職員総合研修所の前身である裁判所書記官研修所及び家庭裁判所調査

官研修所における研修は次のとおりである。

ア 裁判所書記官研修所における書記官に対する研修において，被害者保護を

テーマに取り上げた。

例 平成１３年度及び１４年度刑事実務研究会

平成１４年度少年実務研究会

イ 家庭裁判所調査官研修所における家裁調査官に対する研修において，被害

者への配慮の在り方などをテーマとして取り上げる研究会を実施した。この

研究会では，被害者相談等を行っているカウンセラー等を講師に招き，「犯

罪被害者の心理」というテーマで講義を行ってもらうなどした。

例 平成１３年度から１５年度少年実務研究会

ウ 平成１３年度に家裁調査官の実務研究として「被害を考える教室の実践と

留意点（米国のヴィクティム・インパクト・パネルをモデルにした新しい方

法）」をテーマとした研究を行い，結果を各庁に配布して執務の参考に供し

た。

３ 司法修習生の修習

平成１１年度から，犯罪被害者に関する講義が選択制のセミナーにおいて実施

されるようになり，近年では，全修習生に必修の課程として，犯罪被害者保護に

携わる弁護士の視点からの講義を実施するとともに，選択制講座として，大学教

授による，犯罪被害者のおかれている現状，その心理と援助等について，具体的

なケースを踏まえた講義が実施されている。












